
                                     資料 １ 

 

電波監理審議会会長代理会見用資料                  

 

                                平成２１年１１月２６日  

 

 

 

電波法施行規則、無線局運用規則及び無線設備規則の 
各一部を改正する省令案について 

 

（平成２１年９月９日 諮問第３２号） 

［AISの技術を利用した捜索救助用位置指示送信装置の導入に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部衛星移動通信課 

                         （成瀬課長補佐、戸部係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０１ 
 



諮問第 32 号説明資料 

 

電波法施行規則、無線局運用規則及び無線設備規則の 
各一部を改正する省令案について 

～AIS の技術を利用した捜索救助用位置指示送信装置の導入に向けて～ 

 

１ 諮問の概要  

2008 年 5 月の国際海事機関（IMO）の第 84 回海上安全委員会（MSC84）
において、SOLAS 条約付属書の改正が採択され、一定の船舶*1に設置が義務

付けられる捜索救助用レーダートランスポンダ*2については、改正条約が発効

する 2010 年 1 月 1 日以降、当該装置に代えて、船舶自動識別装置（AIS）の

技術を利用した捜索救助用位置指示送信装置（以下「AIS-SART」という。）

でもよいこととされた。 
AIS-SART は、船舶遭難の際に、船舶自動識別装置（AIS）を備える船舶局

や海岸局の指示器上に遭難船舶の位置に関する情報を表示させるための装置

であり、捜索救助活動の一層の迅速化、効率化に寄与することが期待される

ところである。 
今般、当該装置の円滑な国内導入を図るため、改正条約の発効時期に合わ

せて関係規定の整備を図るものである。 

*1:国際航海に従事する旅客船及び総トン数 300 トン以上の旅客船以外の船舶 
*2:船舶遭難の際に捜索救助船舶・航空機が発射する 9GHz 帯のレーダー電波を受信したとき、自動

的に応答電波を発射し、当該救助船舶等のレーダーの指示器上に遭難船等のおおよその位置を表示

させるもの。 

 

２ 改正概要  

(1)  船舶に施設する救命用の無線設備の機器として AIS-SART を追加し、総

務大臣の行う型式検定を要する機器とすること、及び義務船舶局に備えな

ければならない遭難自動通報設備の機器として AIS-SART を追加し、捜索

救助用レーダートランスポンダとの選択を可能とすること、並びに

AIS-SART が送信する信号を遭難信号の一つとして追加すること。 

（施行規則第 11 条の 4、第 28 条及び第 36 条の 2 関係） 

(2)  遭難自動通報設備の通報の送信方法として AIS-SART の通報を追加する

とともに、当該通報を受信した海岸局及び船舶局のとるべき措置として

AIS-SART の通報を追加すること。 

（運用規則第 78 条の 2 及び第 81 条の 7 関係） 

(3)  AIS-SART の技術的条件を新たに規定し、捜索救助用レーダートランス

ポンダの技術的条件を一部改めること。 

（設備規則第 14 条、第 45 条の 3 の 3、第 45 条の 3 の 3 の 2、別表第 1 号

～第 3 号関係） 

 

３ 施行時期  

平成 22 年 1 月 1 日とする。 
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                                     資料 ２ 

 

電波監理審議会会長代理会見用資料                  

 

                                平成２１年１１月２６日  

 

 

 

周波数割当計画の一部変更案について 

 

（平成２１年９月９日 諮問第３３号） 

［ＡＩＳの技術を利用した捜索救助用位置指示送信装置の導入に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部電波政策課 

                         （白石周波数調整官、長澤係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８７５ 
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諮問第３３号説明資料 

 

周波数割当計画の一部変更案について 
 

Ⅰ ＡＩＳの技術を利用した捜索救助用位置指示送信装置の導入に向けた周波数割当計画

の一部変更 
 

2008年 5月の国際海事機関（IMO）の第 84回海上安全委員会（MSC84）において、SOLAS

条約付属書の改正が採択され、一定の船舶*1に設置が義務付けられる捜索救助用レーダー

トランスポンダ*2については、改正条約が発効する 2010 年 1 月 1 日以降、当該装置に代

えて船舶自動識別装置（AIS）の技術を利用した捜索救助用位置指示送信装置（以下、

「AIS-SART」という。）でもよいこととされた。 

AIS-SART は、船舶遭難の際に、船舶自動識別装置（AIS）を備える船舶局や海岸局の

指示器上に遭難船舶の位置に関する情報を表示させるための装置であり、捜索救助活動

の一層の迅速化、効率化に寄与することが期待されるところである。 

今般、AIS-SARTの円滑な国内導入を図るため、改正条約の発効時期に合わせて関係規

定の整備を図る必要があり、関係規定の整備に併せて周波数割当計画の一部を変更しよ

うとするものである。 

また、本件改正に併せて、その他規定の整備を行う。 

 

*1:国際航海に従事する旅客船及び総トン数 300 トン以上の旅客船以外の船舶 
*2:船舶遭難の際に捜索救助船舶・航空機が発射する 9GHz 帯のレーダー電波を受信したとき、自

動的に応答電波を発射し、当該救助船舶等のレーダーの指示器上に遭難船等のおおよその位置を

表示させるもの。 

 

 
 

 

156
【MHz】

157.45 160.6 160.975 161.475 162.05

国際VHF用

船舶自動識別装置用

国際VHF用

船舶自動識別装置用

国際VHF用

船舶自動識別装置用

簡易型船舶自動識別
装置用

捜索救助用位置指示
送信装置用
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[変更内容] 

周波数割当計画第２表中、161.475-162.05MHz 帯の国内分配における無線局の目的に

「捜索救助用位置指示送信装置用」を追加する。 

 

Ⅱ スケジュール 
 
答申受領後、速やかに周波数割当計画を変更し、官報に掲載する。 



                                     資料 ３ 

 

電波監理審議会会長代理会見用資料                  

 

平成２１年１１月２６日  

 

 

 

ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社所属 

特定無線局の包括免許について 

 

（平成２１年１１月２６日 諮問第４０号） 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部移動通信課 

                         （高田推進官、白壁係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９３ 
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諮問第 40号説明資料 

 

 

ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社所属 

特定無線局の包括免許について 
 

 

１ 包括免許申請の概要 

 

申請者 ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社 

特定無線局の種別 陸上移動局 

目的 電気通信業務用 

開設を必要とする理由 

現在小規模店舗用に展開しているトライバンド小電力レピータに

加えて、周波数を限定することで小型化した新旧800MHz帯デュアル

バンド小電力レピータを導入し、より小規模な店舗でのエリア構築

を容易にするため、包括免許を希望する。 

通信の相手方 

免許人所属の基地局、陸上移動中継局又は陸上移動局及び免許人と

業務委託契約を締結した他の免許人所属の基地局、陸上移動中継局

又は陸上移動局 

電波の型式 1M48 G1A,G1B,G1C,G1D,G1E,G1F,G1X,G7W 

希望する周波数の範囲

及び空中線電力 

843.75MHz から 845.25MHz 25kHz間隔の周波数  61波   2.7mW 

860.75MHz から 869.25MHz 25kHz間隔の周波数 341波 9.44mW 

870.78MHz から 874.08MHz 30kHz間隔の周波数 111波 4.05mW 

898.75MHz から 900.25MHz 25kHz間隔の周波数  61波  20mW 

915.75MHz から 924.25MHz 25kHz間隔の周波数 341波  20mW 

825.78MHz から 829.08MHz 30kHz間隔の周波数 111波  20mW 

最大運用数 53,000局（全国合計） 

運用開始予定期日 免許の日から６月以内の日 

 

 

２ 審査結果の概要 

 

審査の結果、別紙１及び２のとおり、電波法（昭和25年法律第131号）第27条の４第１号

及び第２号の規定に適合していると認められるので、包括免許を与えることとしたい。 
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別紙１ 

審査結果の概要 

審査項目（関連条項） 判定 審査概要 

周波数の割当てが可能であること

（電波法第27条の４第１号） 

適 申請者が希望する周波数は、既に申請者に割り当

てられていることから、本件特定無線局に係る周波

数の割当ては可能であると認められる。 

総務省令で定める特定無線局の開設

の根本的基準に合致すること（電波法

第27条の４第２号） 

適 次に示すとおり、特定無線局の開設の根本的基準

に合致していると認められる。 

 ア それらの局を開設することに

よって提供しようとする電気通

信役務が、利用者の需要に適合す

るものであること。（特定無線局

の開設の根本的基準（平成９年郵

政省令第72号）第２条第１号） 

適 本件特定無線局は、利用者からの要望を踏まえ、

屋内における第３世代携帯電話の圏外を解消するこ

とを目的とするものであり、利用者の需要に適合し

ていると認められる。 

 イ 包括免許を受けようとする者

は、それらの局の最大運用数によ

る運用における電気通信事業の

実施について適切な計画を有し、

かつ、当該計画を確実に実施する

に足りる能力を有するものであ

ること。（特定無線局の開設の根

本的基準第２条第２号） 

適  別添のとおり、開設無線局数が最大運用数に達す

る場合であっても、電波法関係審査基準（平成13年

１月６日総務省訓令第67号）に基づき算定した収容

可能無線局数から、申請者が現に包括免許を受けて

いる小電力レピータの５年後の運用見込数を差し引

いた値を下回るため、最繁時に通信が可能であると

認められることから、当該最大運用数による電気通

信事業の実施について、適切な計画を有していると

認められる。 

 また、申請者は既に相当数の携帯電話に係る無線

局を開設し、申請のあった地域において相当規模の

電気通信事業を実施していることから、当該計画を

確実に実施するに足りる能力を有していると認めら

れる。 

 ウ それらの局を開設する目的を

達成するためには、それらの局を

開設することが他の各種の電気

通信手段を使用する場合に比較

して能率的かつ経済的であるこ

と。（特定無線局の開設の根本的

基準第２条第３号） 

適  本件特定無線局の開設は、屋内における第３世代

携帯電話の圏外を解消することを目的とするもので

あり、当該目的に照らし、本特定無線局は安価かつ

小型の装置を使用し、導入が容易であることから、

他の各種の電気通信手段を使用する場合に比較して

能率的かつ経済的であると認められる。 

 エ その他それらの局を開設する

ことが電気通信事業の健全な発

達と円滑な運営とに寄与するこ

と。（特定無線局の開設の根本的

基準第２条第４号） 

適 本件特定無線局の開設は、屋内における第３世代

携帯電話の圏外の解消を目的とするものであり、電

気通信事業の健全な発達と円滑な運営に寄与するも

のであると認められる。 
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管轄区域 
収容可能無線局数 

① 

申請者が現に包括免許を受

けている小電力レピータの

５年後の運用見込数 

② 

申請のあった最大運用数 

③ 

北海道総合通信局  85,000  1,758   733 

東北総合通信局  141,500  1,145 1,268 

関東総合通信局 323,900 43,554 35,224 

信越総合通信局  49,450    491   728 

北陸総合通信局  50,000    429 400 

東海総合通信局 150,150  2,289 2,879 

近畿総合通信局 213,000 14,716 8,828 

中国総合通信局  92,500  1,145   649 

四国総合通信局  69,500    572   270 

九州総合通信局 168,000  1,533 1,252 

沖縄総合通信事務所  18,000  1,369   769 

全国合計 1,361,000 69,001 53,000 

 

判定基準：①＞②＋③であること。 

別紙２ 

 



（参考１）携帯電話用小電力レピータとは

携帯電話用小電力レピータの導入

4

携帯電話

基地局

家の壁で基地局
からの電波が減
衰するため、圏
外になってしまう。

携帯電話

基地局

レピータ屋外器

小型の中継装置
（レピータ）により、
電波の届きにくい
屋内も圏内になる。

レピータ屋内器



（参考２）包括免許制度とは

携帯電話端末等の無線局について、個別の無線局毎に免許を受ける

ことなく、一つの免許により同一タイプの複数の無線局の開設を可能

とする制度（電波法第27条の２等）

免許

個別免許制度

免許 免許 免許

包括免許

包括免許制度
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                                     資料 ４ 

 

電波監理審議会会長代理会見用資料                  

 

平成２１年１１月２６日  

 

 

 

ソフトバンクモバイル株式会社所属 

特定無線局の包括免許について 

 

（平成２１年１１月２６日 諮問第４１号） 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部移動通信課 

                         （高田推進官、白壁係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９３ 
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諮問第 41号説明資料 

 

 

ソフトバンクモバイル株式会社所属 

特定無線局の包括免許について 
 

 

１ 包括免許申請の概要 

 

申請者 ソフトバンクモバイル株式会社 

特定無線局の種別 陸上移動局 

目的 電気通信業務用 

開設を必要とする理由 

現在、２ GHz帯を使用した W-CDMA方式及び HSDPA（ High-Speed 

Downlink Packet Access）方式による携帯電話サービスを提供して

いるが、2GHz帯と1.5GHz帯の２つの帯域を１つの端末で利用できる

デュアルバンドタイプの携帯電話端末を導入することにより、携帯

電話サービスの向上を図るため、包括免許を希望する。 

通信の相手方 免許人所属の基地局、陸上移動中継局又は陸上移動局 

電波の型式 5M00 G1A,G1B,G1C,G1D,G1E,G1F,G1X,G7W 

希望する周波数の範囲

及び空中線電力 

1962.6MHzから1977.4MHzまでの200kHz間隔の75波   0.25W 

1430.4MHzから1435.4MHzまでの200kHz間隔の26波  0.25W 

最大運用数 13,457,000局（全国合計） 

運用開始予定期日 免許の日から６月以内の日 

 

 

 

２ 審査結果の概要 

 

審査の結果、別紙１及び２のとおり、電波法（昭和25年法律第131号）第27条の４第１号

及び第２号の規定に適合していると認められるので、包括免許を与えることとしたい。 
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別紙１ 

 

審査結果の概要 

審査項目（関連条項） 判定 審査概要 

周波数の割当てが可能であること

（電波法第27条の４第１号） 

適 申請者が希望する周波数は、申請者が認定を

受けた特定基地局の開設計画に関するものであ

り、本件は、当該基地局を通信の相手方とする

特定無線局に係るものであることから、周波数

の割当ては可能であると認められる。 

総務省令で定める特定無線局の開

設の根本的基準に合致すること（電

波法第27条の４第２号） 

適 次に示すとおり、特定無線局の開設の根本的

基準に合致していると認められる。 

 ア それらの局を開設すること

によって提供しようとする電

気通信役務が、利用者の需要に

適合するものであること。（特

定無線局の開設の根本的基準

（平成９年郵政省令第72号）第

２条第１号） 

適 本件特定無線局は、既に割り当てられている

２GHz帯に加えて新たに割り当てられた1.5GHz

帯の周波数を使用することにより、周波数の逼

迫を緩和し、より安定した音声役務及びデータ

伝送役務を提供することを目的とするものであ

り、利用者の需要に適合していると認められる。 

 イ 包括免許を受けようとする

者は、それらの局の最大運用数

による運用における電気通信

事業の実施について適切な計

画を有し、かつ、当該計画を確

実に実施するに足りる能力を

有するものであること。（特定

無線局の開設の根本的基準第

２条第２号） 

適 別添のとおり、開設無線局数が最大運用数に

達する場合であっても、電波法関係審査基準（平

成13年１月６日総務省訓令第67号）に基づき算

定した収容可能無線局数から、申請者が現に包

括免許を受けている陸上移動局の５年後の運用

見込数を差し引いた値を下回るため、最繁時に

通信が可能であると認められることから、当該

最大運用数による電気通信事業の実施につい

て、適切な計画を有していると認められる。 

 また、申請者は既に相当数の携帯電話に係る

無線局の開設及び全国規模の電気通信事業を実

施していることから、当該計画を確実に実施す

るに足りる能力を有していると認められる。 

 ウ それらの局を開設する目的

を達成するためには、それらの

局を開設することが他の各種

の電気通信手段を使用する場

合に比較して能率的かつ経済

的であること。（特定無線局の

開設の根本的基準第２条第３

号） 

適  本件特定無線局は、周波数の逼迫を緩和し、

より安定した音声役務及びデータ伝送役務を提

供することを目的とするものであり、当該目的

に照らし、既に割り当てられている２GHz帯で用

いている通信方式と同様の通信方式を用いるも

のであること、かつ、既存の基地局の改修によ

り導入が可能なものであることから、他の電気

通信手段と比較して能率的かつ経済的であると

認められる。 

 エ その他それらの局を開設す

ることが電気通信事業の健全

な発達と円滑な運営とに寄与

すること。（特定無線局の開設

の根本的基準第２条第４号） 

適 本件特定無線局は、周波数の逼迫を緩和し、

より安定した音声役務及びデータ伝送役務を提

供することを目的とするものであり、我が国に

おける電気通信事業の健全な発達と円滑な運営

に寄与するものと認められる。 
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管轄区域 
収容可能無線局数 

① 

申請者が現に包括免許を受

けている陸上移動局の５年

後の運用見込数 

② 

申請のあった最大運用数 

③ 

北海道総合通信局 13,656,300  836,040 440,000 

東北総合通信局  21,696,150 1,429,195 752,000 

関東総合通信局 65,384,550 10,505,481 5,530,000 

北陸総合通信局  9,098,250 577,814 304,000 

東海総合通信局 37,038,750 3,983,339 2,097,000 

近畿総合通信局 39,504,150 3,921,978 2,064,000 

中国総合通信局 17,878,350 1,355,051    713,000 

四国総合通信局  9,177,000  557,361 293,000 

九州総合通信局 27,126,750 2,267,793 1,194,000 

沖縄総合通信事務所  1,984,500   132,948  70,000 

全国合計 242,544,750 25,567,000 13,457,000 

 

判定基準：①＞②＋③であること。 

別紙２ 

 



（参考）包括免許制度とは

携帯電話端末等の無線局について、個別の無線局毎に免許を受ける

ことなく、一つの免許により同一タイプの複数の無線局の開設を可能

とする制度（電波法第27条の２等）

免許

個別免許制度

免許 免許 免許

包括免許

包括免許制度
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                                     資料 ５ 

 

電波監理審議会会長代理会見用資料                  

 

                                 平成２１年１１月２６日  

 

 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 
異議申立ての付議について 

 

（平成２１年１１月２６日 付議第６号及び第７号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  付議内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波環境課 

                         （山田電波監視官、加賀谷係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０５ 
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付議第６号及び７号説明資料 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 

異議申立ての付議について 
 

１ 異議申立年月日 

(1) 平成 21 年 10 月 20日 

(2) 平成 21 年 10 月 27日 

 

２ 異議申立人 

(1) １(1)の年月日になされた異議申立てについて、アマチュア無線家ら 103名 

(2) １(2)の年月日になされた異議申立てについて、アマチュア無線家３名 

 

３ 異議申立てに係る処分 

  平成 21 年 10 月 13 日に官報告示（総務省告示第 483 号）した広帯域電力線搬送

通信設備の型式指定処分 

 

○ 平成 21 年 10月 13日付け総務省告示第 483号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

西日本電信電話株式会社 

PN－1100HD 

第 EＴ－09002 号 

 

４ 異議申立ての趣旨及び理由 

  広帯域電力線搬送通信設備が２ＭＨｚ～30ＭＨｚの周波数を利用することに伴

い、これまで同周波数を使用してアマチュア無線を行ってきた申立人らが、広帯域

電力線搬送通信設備による混信や電波妨害等によってアマチュア無線を使用でき

なくなるおそれが極めて高くなったとして、同周波数を使用する広帯域電力線搬送

通信設備について、平成 21 年 10 月 13 日に官報に告示した型式指定処分の取消し

を求めるもの。 

 

５ 備考 

  今回の異議申立てには、証拠説明書及び書証一式は添付されていない。 

 

注：「型式指定処分」 

  広帯域電力線搬送通信設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣

の許可を受けなければならないこととされている（電波法第 100 条第１項第１号）

が、その型式について総務大臣の指定を受けた設備については、当該許可を受ける

ことなく設置することができる（電波法第 100 条第１項第１号かっこ書き及び電波

法施行規則第 44 条第１項第１号（１））。 
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（参照条文） 

 

○ 電波法（昭和 25 年法律第 131 号） 

 （電波監理審議会への付議） 

第八十五条 第八十三条の異議申立てがあつたときは、総務大臣は、その異議申立

てを却下する場合を除き、遅滞なく、これを電波監理審議会の議に付さなければ

ならない。 

 

 （高周波利用設備） 

第百条 左に掲げる設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣の許

可を受けなければならない。 

 一 電線路に十キロヘルツ以上の高周波電流を通ずる電信、電話その他の通信設

備（ケーブル搬送設備、平衡二線式裸線搬送設備その他総務省令で定める通信

設備を除く。） 

 

○ 電波法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14号） 

（通信設備） 

第四十四条 法第百条第一項第一号の規定による許可を要しない通信設備は、次に

掲げるものとする。 

一 電力線搬送通信設備(電力線に一〇ｋＨｚ以上の高周波電流を重畳して通信

を行う設備をいう。以下同じ。)であつて、次に掲げるもの 

(1) 定格電圧一〇〇ボルト又は二〇〇ボルト及び定格周波数五〇ヘルツ又は

六〇ヘルツの単相交流を通ずる電力線を使用するものであつて、その型式に

ついて総務大臣の指定を受けたもの 

２ 前項第一号の(1)の総務大臣の指定は次に掲げる区分ごとに行う。 

二 屋内において、２ＭＨｚから３０ＭＨｚまでの周波数の搬送波により信号を

送信し、及び受信する電力線搬送通信設備（以下「広帯域電力線搬送通信設備」

という。） 
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